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曽於市のお財布事情

お問い合わせ先　財政課　☎ 0986-76-8803

曽於市のお財布事情
皆さんが納めた税金がどのように使われているのか、また市の財産や借入金はどのくらいあるかを
お知らせするため年に２回の財政状況の公表を行っています。今回は、10 月 13 日に開催された議
会において認定された令和元年度の決算状況をお伝えします。

まずはじめに…お財布について
『会計』とは、お財布のこと。
曽於市では「一般会計」「特別会計」「企業
会計」の３つのお財布に分けています。事
業の内容に応じて財布の使い分けを行って
います。市の会計は一般会計で一番大きな
お金を管理していますので、一般会計を中
心にみていきます。

一般会計
まちづくりに必要な行
政サービスをおこなう
会計。市税は一般的に
このお財布特別会計

保険料など特定の収入
によって事業を行い、
収支を明確にするため
に作ったお財布

企業会計
民間企業と同じように
事業収益によって運営
している会計。水道事
業はこのお財布

市民一人あたり

市民税 34,993 円
固定資産税  51,383 円
軽自動車税 4,914 円
たばこ税 5,455 円

総額 96,745 円

令和元年度歳入
272 億 3,491 万円

令和元度歳出
263 億 3,008 万円

形式収支
９億 483 万円

形式収支
９億 483 万円

繰越すべき財源
２億 6,197 万円

実質収支
６億 4,286 万円

令和元年度
市民税 12 億 1,506 万２千円
固定資産税 17 億 8,415 万６千円
軽自動車税 １億 7,061 万９千円
たばこ税 １億 8,940 万円
総額 33 億 5,923 万７千円

【表１】市税内訳
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歳出総額 263 億 3,008 万円 100％

消費的経費 131 億 5,631 万 2 千円 50.0％ 形を残さない性質の経費

① 人件費 27 億 6,787 万 6 千円 10.5％ 市職員の給与や議員報酬など

② 物件費 36 億 7,465 万 5 千円 14.0％ 人件費・扶助費などを除く消費
的な費用

③ 維持補修費 ２億 2,974 万 6 千円 0.8％ 公共施設を維持する費用

④ 扶助費 42 億 5,270 万 7 千円 16.2％ 社会保障制度に基づく経費

⑤ 補助費等 22 億 3,132 万 8 千円 8.5％ 団体等の補助に交付する費用

投資的経費 51 億 2,239 万 2 千円 19.5％ 公共事業費や国・県等の公共事
業の負担額

⑥ 普通建設事業費 41 億 5,521 万３千円 15.8％ 道路新設、公共施設の改築費な
どの費用

⑦ 災害復旧事業費 ９億 6,717 万 9 千円 3.7％ 災害の原状復旧のための費用

その他経費 80 億 5,137 万 6 千円 30.5％ 消費・投資以外の経費

⑧ 公債費 31 億 6,800 万 6 千円 12.0％ 市債元金償還と利子支払い経費

⑨ 繰出金 24 億 8,464 万 5 千円 9.4％ 一般会計から特別会計へ支出さ
れる費用

⑩ 積立金 23 億 9,872 万 5 千円 9.1％ 基金などに積み立てるための費用

⑪ 投資・出資金・貸付金 0 円 ― 出資金等の費用

【表３】一般会計 歳出グラフ

歳入総額 272 億 3,491 万 7 千円 100％

自主財源 94 億 7,062 万 1 千円 34.8％ 市が自ら徴収・収納できる財源

① 市税 33 億 5,923 万 7 千円 12.3％ 市民税・固定資産税・軽自動車
税・市たばこ税

② 分担金及び負担金 １億 4,782 万 9 千円 0.6％ 土地改良事業分担金や保育所利
用者負担金など

③ 使用料及び手数料 3 億 763 万 4 千円 1.1% 市営住宅の家賃や住民票証明等
手数料など

④ 財産収入 ３億 4,329 万 5 千円 1.3％ 市の財産貸付料や基金の利息など
⑤ 寄附金 19 億 2,364 万 1 千円 7.1％ 思いやりふるさと寄附金など

⑥ 繰入金 24 億 7,265 万 4 千円 9.1％ 基金や特別会計からなど繰り入
れたお金など

⑦ 繰越金 ６億 8,897 万円 2.5％ 前年度から繰り越されたお金
⑧ 諸収入 ２億 2,736 万 1 千円 0.8％ ①～⑦以外の収入

依存財源 177 億 6,429 万 6 千円 65.2％ 国や県からの交付金等や借入に
よる財源

⑨ 地方譲与税 ２億 8,092 万 8 千円 1.0％ 国税として徴収されたもので国
から市へ与えられたお金

⑩ 地方消費税交付金等 7 億 323 万 5 千円 2.6％ 地方消費税の一部を人口などに
より案分された交付金など

⑪ 地方交付税 87 億 593 万 9 千円 32.0％ 一定の基準により国が交付する
お金

⑫ 国庫支出金 30 億 935 万 5 千円 11.0％ 市の特定事業に対して国から交
付されるお金

⑬ 県支出金 20 億 8,743 万 9 千円 ７.7％ 市の特定事業に対して県から交
付されるお金

⑭ 市債 29 億 7,740 万円 10.9% 公共事業などの財源として国や
金融機関から借りたお金

【表２】一般会計 歳入グラフ
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【表５】資金不足比率

会計名 比率

水道事業会計 資金不足
なし

公共下水道事業特別会計 資金不足
なし

生活排水処理事業特別会計 資金不足
なし

笠木簡易水道事業特別会計 資金不足
なし

経営健全基準 20％

健全化判断比率 内容 元年度
結果

早期健全化基準
（イエローカード）

財政再生基準
（レッドカード）

①実質赤字比率 一般会計を中心とした赤字の割合 赤字なし 12.96％ 20.00％

②連結実質赤字比率 一般会計のほか、特別・企業会計
も含めた全会計の赤字の割合 赤字なし 17.96％ 30.00％

③実質公債費比率 市の平均的な年間収入に対する借
金返済額の割合 6.5％ 25.0％ 35.0％

④将来負担比率 市の平均的な年間収入に対する将
来に負担が見込まれる額の割合 負担なし 350.0％

【表 4】健全化判断比率

①
実
質
赤
字
比
率

　
「
健
全
化
判
断
比
率
」
は
曽
於
市
の
財
政

が
健
全
か
ど
う
か
を
示
す
指
標
で
す
。
４
つ

の
指
標
を
も
と
に
健
全
性
を
判
断
し
ま
す
。

【
表
４
】

比
率
数
値
な
し（
負
担
な
し

負
担
な
し
）



25 Soo City Public Relations,2020.11.Japan

６  
会
計
別
決
算
状
況
【
表
６
】

特
別
会
計
・
企
業
会
計
と
も
に
健
全
健
全

会計 歳入決算額   歳出決算額

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 57 億 1,524 万 5 千円 55 億 9,757 万 2 千円
後期高齢者医療特別会計 5 億 5,697 万 4 千円 5 億 5,608 万 2 千円
介護保険特別会計 56 億 4,653 万１千円 55 億 5,973 万 7 千円
公共下水道事業特別会計 ２億 4,196 万 7 千円 ２億 3,898 万 4 千円
生活排水処理事業特別会計 8,646 万円 8,534 万 8 千円
笠木簡易水道事業特別会計 4,532 万円 1,501 万 8 千円

合計 122 億 9,249 万 7 千円 120 億 5,274 万 1 千円

水道事業会計
（企業会計）

（収益的） 5 億 3,628 万円 4 億 7,483 万 5 千円

（資本的）

３億 4,296 万６千円 ４億 6,345 万 8 千円
資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、過
年度分損益勘定留保資金や当年度分消費税および地方
消費税資本的収支調整額等により補てんしました。  

【表６】令和元年度会計別決算状況

　令和元年度一般会計決算の収入と支出の状況について、市の一世帯当たりの平均所得である年額513万 7千円（平
成 29年市町村民所得推計より）の家計に置き換えてみました。※ 1世帯あたり 2.19 人（平成 27年国勢調査）
　給与収入（市税）など家族で稼いだお金だけでは支出の全てをまかなえず、親からの援助（地方交付税や国県支
出金）や借金が必要な状況にあります。また、今後、医療費（扶助費）は、増加するものと見込まれるので、食費（人
件費）や光熱水費（物件費）等を切りつめるなど、努力しなければなりません。

曽於市を一般家庭にたとえてみると

●収入● ●支出●
項　　目 金額 構成比

給　料 （市税） 63万４千円 12.3%

パート収入やアパートの家賃収入等

（使用料手数料、諸収入等）
55万 6千円 10.8%

預金の取り崩し （繰入金） 46万 6千円 9.1%

前年度からの繰越金 （繰越金） 13万円 2.5%

親からの援助（地方交付税、国県支出金等）278 万 9千円 54.3%

借　金（市債） 56万 2千円 11.0%

合 　 　 計 513 万 7千円 100.0%

項　　目 金額 構成比

食　費　　　　　 　（人件費） 52 万 2 千円 10.5%

光熱水費、日用雑貨（物件費） 69 万 3 千円 14.0%

医　療　費　　　　 （扶助費） 80 万 2 千円 16.2%

ローンの返済　　 　（公債費） 59 万 8 千円 12.0%

子どもへ仕送り　　 （繰出金） 46 万 9 千円 9.4%

家の新築増改築費、自動車等の購入　
（投資的経費）

96 万 6 千円 19.4%

自治会費、サークル費 （補助費等） 42 万 1 千円 8.5%

定　期　預　金 　　（積立金） 45 万 2 千円 9.1%

家などの修理　 （維持補修費） ４万 3千円 0.9%

合 　 　 計 496 万 6千円 100.0%

※（　）は､ 決算上の区分を表しています｡

自
主
財
源

依
存
財
源

自主財源… 地方公共団体が自主的に調達できる財源。地方税・手数料・
使用料・財産収入・寄附金など。

依存財源… 地方公共団体などが、国や県などに依存するかたちで調達
する財源。地方交付税のほか国庫支出金・地方譲与税・県
支出金など。

　
「
資
金
不
足
比
率
」
に
あ
る
と
お
り
、
い

ず
れ
も
国
の
定
め
る
数
値
の
基
準
を
超
え
る

数
値
は
な
く
健
全
な
状
態
と
い
う
こ
と
が
わ

か
り
ま
す
。

最
後
に

　

市
民
の
皆
様
や
議
会
の
ご
理
解
と
ご
協
力

の
も
と
、
歳
入
の
確
保
お
よ
び
歳
出
の
徹
底

し
た
見
直
し
を
図
る
こ
と
で
、
健
全
な
財
政

運
営
に
努
め
て
い
ま
す
が
、
歳
入
面
で
は
、

地
方
交
付
税
や
国
・
県
支
出
金
な
ど
の
依
存

財
源
が
依
然
と
し
て
歳
入
の
約
７
割
を
占
め

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
出
面
で
も
、
施
設
整
備
な
ど
の

大
型
事
業
に
伴
う
普
通
建
設
事
業
費
や
公
共

施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
維
持
補
修
費
、
さ
ら

に
社
会
保
障
費
の
伸
び
に
よ
る
扶
助
費
の
増

加
な
ど
が
見
こ
ま
れ
て
お
り
、
引
き
続
き
本

市
に
お
け
る
財
政
事
情
に
つ
い
て
は
厳
し
い

状
況
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

今
後
も
将
来
に
わ
た
っ
て
健
全
な
財
政
運

営
を
図
る
た
め
、
よ
り
一
層
の
行
財
政
改
革

に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。


